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�愛媛県規則第４０号
災害救助法施行細則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

災害救助法施行細則の一部を改正する規則

災害救助法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第１７号）の一部

を次のように改正する。

別表１ １の項�イ中「２，３８５，０００円」を「２，３４２，０００円
」に改め、同表３の項ウ�の表中
「 円

１７，３００

円

２２，２００

円

３２，７００

円

３９，１００

円

４９，６００

２８，５００ ３６，８００ ５１，４００ ６０，３００ ７５，６００

を

」

「 円

１７，２００

円

２２，１００

円

３２，６００

円

３９，０００

円

４９，５００

２８，４００ ３６，７００ ５１，２００ ６０，１００ ７５，４００

に改め、同項

」

ウ�の表中
「 円

１１，３００

円

１３，７００

円

１７，５００

１６，９００ ２０，０００ ２５，３００

「 円

１１，３００

円

１３，７００

円

１７，４００

１６，８００ １９，９００ ２５，２００

を

」 」

に改め、同表６の項ウ中「５１０，０００円」を「５００，０００円」に

改め、同表９の項ウ中「１９３，０００円」を「１９９，０００円」に、

「１５４，４００円」を「１５９，２００円」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行し、平成１８年４月１日から

適用する。

告 示

�愛媛県告示第７５３号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第

３８号）第３条第１項の規定により、平成１８年５月９日次のと

おり愛媛県県税証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更を

許可した。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７５４号
次のとおり落札者を決定した。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社

� 目 次 �
規 則

○ 災害救助法施行細則の一部を改正する規則………………………４２５

告 示

○ 愛媛県県税証紙売りさばき人の指定願の記載事項の変更………４２５

○ 落札者等の告示………………………………………………………４２５

○ 指定障害福祉サービス事業者の指定………………………………４２６

○ 愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の一部改正…………４２６

○ 市営土地改良事業の施行の同意（２件）…………………………４２６

○ 市営土地改良事業の施行の関係書類の縦覧（２件）……………４２６

○ 町営土地改良事業の施行の関係書類の縦覧（６件）……………４２６

○ 市営土地改良事業の計画の変更等の関係書類の縦覧……………４２７

○ 海岸保全区域の指定の一部改正（２件）…………………………４２８

○ 海岸保全区域の指定…………………………………………………４２８

○ 解除予定保安林………………………………………………………４２９

○ 愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の一部改正…………………４２９

○ 兼用工作物の管理の方法について…………………………………４２９

○ 開発行為に関する工事の完了………………………………………４３０

○ 道路の位置の指定……………………………………………………４３０

公 告

○ 庁内ＬＡＮサーバシステム用機器の借入…………………………４３０

○ ＡＰＲ形携帯用無線機の購入………………………………………４３１

公安委員会規則

○ 愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則………………………４３２

○ 愛媛県公安委員会公印規程の一部を改正する規則………………４３４

公安委員会訓令

○ 愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令…………４３４

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。
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指定

番号

売りさばき人

氏 名

変 更 事 項

新 旧

３６ 社団法人愛媛県猟友
会
会長 柴田 勇

１ 代表者氏名
柴田 勇

１ 代表者氏名
新田 富重

毎週（火・金）曜日発行 第１７６１号 平成１８年５月１９日

平成１８年５月１９日金曜日 第１７６１号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第７５６号
愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程（昭和３６年１２月

愛媛県告示第１０５１号）の一部を次のように改正し、告示の日

から施行する。

改正後の愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の規定

は、平成１８年４月１９日以降利子補給承認される農業近代化資

金について適用し、同日前に利子補給承認された農業近代化

資金については、なお従前の例による。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第２条の表第１号の項利子補給率の欄中「４厘」を「４厘

５毛」に改める。

�������
�愛媛県告示第７５７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、東温市から協議のあった市営土地改良事業（農

業用用排水施設整備事業・井内上地区）の施行に平成１８年５

月９日同意した。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７５８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、東温市から協議のあった市営土地改良事業（ほ

場整備事業・井内上地区）の施行に平成１８年５月９日同意し

た。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７５９号
宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助

土地改良事業（かんがい排水）・五郎丸地区）の施行は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第９６条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定

により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・五郎丸地区）計画書の写し

� 宇和島市営土地改良事業の経費の賦課徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１８年５月２２日から６月１６日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所津島支所

�������
�愛媛県告示第７６０号
宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助

土地改良事業（かんがい排水）・黒井地地区）の施行は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第９６条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定

により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・黒井地地区）計画書の写し

� 宇和島市営土地改良事業の経費の賦課徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１８年５月２２日から６月１６日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所三間支所

�������
�愛媛県告示第７６１号
鬼北町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・川上高瀬地区）の施行は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第９６条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定

により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

�愛媛県告示第７５５号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定し

た。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

落札に係る物品等の名称及び
数量

契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

汎用コンピュータ等 一式

愛媛県企画情報部
管理局情報政策課
管理係
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成１８年５月８日
日本電子計算機株式会
社
東京都千代田区丸の内
三丁目４番１号

６，１７５，０５０円
（月額） 一般競争入札 平成１８年３月２４日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者 指定障害福祉

サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所 指 定
年 月 日名 称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００１００２２０１３２ 社会福祉法人愛媛県社会福祉事業団
松山市道後町二丁目
１２番１１号 矢 野 順 意 身体障害者短

期入所 松前清流園 伊予郡松前町大間６８
６番地

平成１８年
４月１日

愛 媛 県 報平成１８年５月１９日 第１７６１号
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平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・川上高瀬地区）計画書の写し

� 鬼北町営土地改良事業費分担金徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１８年５月２２日から６月１６日まで

３ 縦覧場所

鬼北町役場

�������
�愛媛県告示第７６２号
鬼北町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・下鍵山地区）の施行は、適当

と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第

９６条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定に

より、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・下鍵山地区）計画書の写し

� 鬼北町営土地改良事業費分担金徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１８年５月２２日から６月１６日まで

３ 縦覧場所

鬼北町役場日吉支所

�������
�愛媛県告示第７６３号
鬼北町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・川上小越地区）の施行は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第９６条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定

により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・川上小越地区）計画書の写し

� 鬼北町営土地改良事業費分担金徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１８年５月２２日から６月１６日まで

３ 縦覧場所

鬼北町役場

�������
�愛媛県告示第７６４号
愛南町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（農道）・弓張地区）の施行は、適当と認められ

るので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第

５項において準用する同法第８条第６項の規定により、次の

とおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・

弓張地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１８年５月２２日から６月１６日まで

３ 縦覧場所

愛南町役場

�������
�愛媛県告示第７６５号
愛南町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・山出地区）の施行は、適当と

認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６

条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定によ

り、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい

排水）・山出地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１８年５月２２日から６月１６日まで

３ 縦覧場所

愛南町役場

�������
�愛媛県告示第７６６号
愛南町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・樫床地区）の施行は、適当と

認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６

条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定によ

り、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・樫床地区）計画書の写し

� 愛南町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例

の写し

２ 縦覧期間

平成１８年５月２２日から６月１６日まで

３ 縦覧場所

愛南町役場

�������
�愛媛県告示第７６７号
宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助

土地改良事業（かんがい排水）・芳原地区）の計画の変更は

、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５

号）第９６条の３第５項及び第４８条第９項において準用する同

法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に

供する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛 媛 県 報平成１８年５月１９日 第１７６１号
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１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・芳原地区）変更計画書の写し

� 宇和島市営土地改良事業の経費の賦課徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１８年５月２２日から６月１６日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所津島支所

�������
�愛媛県告示第７６８号
海岸保全区域の指定（昭和３３年３月愛媛県告示第２７５号）

の一部を次のように改正する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

別表１の表菰隠の項を削る。

�������
�愛媛県告示第７６９号
海岸保全区域の指定（昭和６３年５月愛媛県告示第６５２号）

の一部を次のように改正する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

表燧灘沿岸馬刀潟の項を削る。

�愛媛県告示第７７０号
海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第３条第１項の規定により、次のとおり海岸保全区域を指定する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

海 岸 名 市 町 主 管 省 管 理 者 区 域

燧灘沿岸
馬刀潟海
岸

今治市 農林水産
省

愛媛県知
事

基点１から基点２１までを順次結んだ線並びに基点２１、補助点２１の１、補助点２１の２、補助点
１８、補助点１５、補助点１１、補助点１０の１、補助点１０の２、補助点２３の１、補助点２３の２、基点
２２、基点２３及び基点１を順次結んだ線により囲まれた区域
基点及び補助点の表示（角度の表示は、真北）
基点１は、今治市波方町馬刀潟字西山乙６番３地先の標柱
基点２は、基点１から２１５度００分５８メートルの地点
基点３は、基点２から２２８度００分５０メートルの地点
基点４は、基点３から２２９度００分９３メートルの地点
基点５は、基点４から２３５度００分３５メートルの地点
基点６は、基点５から２４５度００分６０メートルの地点
基点７は、基点６から２５５度００分７９メートルの地点
基点８は、基点７から２６７度００分５３メートルの地点
基点９は、基点８から２８８度００分４０メートルの地点
基点１０は、基点９から３５１度００分７２メートルの地点
基点１１は、基点１０から２８５度００分１２２メートルの地点
基点１２は、基点１１から２６０度００分５０メートルの地点
基点１３は、基点１２から２７５度００分６７メートルの地点
基点１４は、基点１３から２９８度００分６５メートルの地点
基点１５は、基点１４から３３４度００分５０メートルの地点
基点１６は、基点１５から２８５度００分３９メートルの地点
基点１７は、基点１６から３０４度００分１０８メートルの地点
基点１８は、基点１７から１７度００分４０メートルの地点
基点１９は、基点１８から３０３度００分２７メートルの地点
基点２０は、基点１９から３２７度００分９６メートルの地点
基点２１は、基点２０から３４４度００分１２３メートルの地点
補助点２１の１は、基点２１から７５度００分１１２メートルの地点
補助点２１の２は、基点２１から９６度００分１２１メートルの地点
補助点１８は、基点１８から６７度００分１２０メートルの地点
補助点１５は、基点１５から５３度００分９８メートルの地点
補助点１１は、基点１１から０度００分１０７メートルの地点
補助点１０の１は、基点１０から２８度００分１０２メートルの地点
補助点１０の２は、基点１０から３９度３０分９７メートルの地点
補助点２３の１は、基点２３から２６４度３０分１３４メートルの地点
補助点２３の２は、基点２３から２７８度００分１６０メートルの地点
基点２２は、基点２３から３４０度００分８３メートルの地点
基点２３は、基点１から１８度００分１４８メートルの地点

燧灘沿岸
菰隠海岸

上島町 農林水産
省

愛媛県知
事

基点１から基点１９までを順次結んだ線並びに基点１９、補助点１９、補助点１４、補助点１３、補助
点１２、補助点１０、補助点８の１、補助点８の２、補助点７の１、補助点７の２、補助点７の３
、補助点６、補助点５、補助点４、補助点３、補助点２の１、補助点２の２、補助点１及び基
点１を順次結んだ線により囲まれた区域
基点及び補助点の表示（角度の表示は、真北）
基点１は、越智郡上島町岩城２８２４番地先の標柱
基点２は、基点１から１９５度３０分１６５メートルの地点
基点３は、基点２から１４４度００分６７メートルの地点
基点４は、基点３から１７１度３０分１１８メートルの地点
基点５は、基点４から２１３度００分７３メートルの地点
基点６は、基点５から１４４度３０分１３３メートルの地点
基点７は、基点６から１７２度３０分６７メートルの地点
基点８は、基点７から１０７度００分７１メートルの地点
基点９は、基点８から１２度００分４８メートルの地点

愛 媛 県 報平成１８年５月１９日 第１７６１号
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�愛媛県告示第７７１号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

西条市保野字所後谷７２２３の２、市之川字スズカ元６７７９の

２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

送電変電施設用地とするため

�������
�愛媛県告示第７７２号
愛媛県漁業近代化資金利子補給規程（昭和４４年１０月愛媛県

告示第８８１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施

行する。

改正後の愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の規定は、平

成１８年４月１９日以降に利子補給承認される漁業近代化資金に

ついて適用し、同日前に利子補給承認された漁業近代化資金

については、なお従前の例による。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第２条の表２の項利子補給率の欄中

「
同 上 同 上 同 上 同 上 同 上

」

を

「 年１分５
毛

年８厘５
毛

年１分５
毛

年１分５
毛

年８厘５
毛 」

に改め、同表３の項同欄中

「
同 上 同 上 同 上 年４厘 年４厘

」

を

「 年１分２
厘５毛

年１分５
毛

年１分２
厘５毛

年４厘５
毛

年４厘５
毛 」

に改め、同表７の項同欄中「４厘」を「４厘５毛」に改める

。

�������
�愛媛県告示第７７３号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定によ

り、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次の

とおり協議が成立した。

その関係図書は、愛媛県庁及び愛媛県今治地方局に備え置

いて縦覧に供する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 河川の名称

二級河川天満川水系天満川

２ 河川管理施設の名称又は種類

天満川右岸堤防

３ 河川管理施設の位置

今治市大西町星浦甲８２番２地先から同市大西町星浦甲２

６３番１地先まで

４ 管理を行う者の氏名及び住所

道路管理者 今治市

今治市別宮町一丁目４番地１

５ 管理の内容

� 道路専用施設（路面（路盤までの部分を含む。）、路

肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設

又は工作物で、別図に茶色で着色したものをいう。以下

同じ。）の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、

改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、別図に緑色に着色した区域内の

ものについての維持

� 原則として、道路専用施設に係る災害復旧

６ 管理の期間

基点１０は、基点９から３３度００分５２メートルの地点
基点１１は、基点１０から５６度００分７３メートルの地点
基点１２は、基点１１から７６度００分１０７メートルの地点
基点１３は、基点１２から９９度００分９８メートルの地点
基点１４は、基点１３から３８度００分８１メートルの地点
基点１５は、基点１４から７８度００分８２メートルの地点
基点１６は、基点１５から１７度００分５７メートルの地点
基点１７は、基点１６から６５度００分７５メートルの地点
基点１８は、基点１７から３４度００分６１メートルの地点
基点１９は、基点１８から７９度００分１４８メートルの地点
補助点１９は、基点１９から１６６度３０分１５０メートルの地点
補助点１４は、基点１４から１４６度３０分１２４メートルの地点
補助点１３は、基点１３から１５５度００分１２９メートルの地点
補助点１２は、基点１２から１８１度００分１０２メートルの地点
補助点１０は、基点１０から１２８度００分９５メートルの地点
補助点８の１は、基点８から１３０度００分１６７メートルの地点
補助点８の２は、基点８から１５１度００分１６８メートルの地点
補助点７の１は、基点７から１７６度００分１２６メートルの地点
補助点７の２は、基点７から２０６度３０分１７２メートルの地点
補助点７の３は、基点７から２４３度００分１２３メートルの地点
補助点６は、基点６から２４９度３０分１０２メートルの地点
補助点５は、基点５から２６８度００分１２０メートルの地点
補助点４は、基点４から２８４度００分１０７メートルの地点
補助点３は、基点３から２５０度００分１００メートルの地点
補助点２の１は、基点２から２３５度３０分１３０メートルの地点
補助点２の２は、基点２から２７５度００分１２３メートルの地点
補助点１は、基点１から２５５度００分１２１メートルの地点

愛 媛 県 報平成１８年５月１９日 第１７６１号
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公 告

平成１８年５月１９日から道路の存続する日まで

�������
�愛媛県告示第７７５号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

東温市見奈良字柚壽之木１４７５番５

２ 申請人の住所氏名

伊予市米湊６００番地１

有限会社 公心堂 取締役 城戸 公三郎

３ 図面省略

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

庁内ＬＡＮサーバシステム用機器の借入れ

� 借入物品名及び数量

庁内ＬＡＮサーバシステム用機器一式（ハードウェア

一式、ソフトウェア一式、設計、施工、システム移行、

保守等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成１９年３月１日から平成２４年２月２９日まで

� 借入場所

知事が指定する場所

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定にあたっては、入札書に記載された金

額に当該金額の５パーセントに相当する額を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とす

るので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載

すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成１８

年度及び平成１９年度の製造の請負等に係る一般競争入札に

参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項に該

当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備さ

れていることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されている

ことを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にな

い者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の

交付場所及び問い合わせ先

愛媛県企画情報部管理局情報政策課行政情報化係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８７

� 入札書の受領期限

平成１８年６月３０日（金）午前１０時

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１８年６月３０日（金）午前１０時

愛媛県庁第二別館５階第４会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５

条から第１３７条までの規定による。

�愛媛県告示第７７４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１８松局建（開）第５号

平成１８年５月８日
伊予郡松前町大字西古泉字寿４９０番５及び４９０番６

伊予郡松前町大字西古泉４９０番地６
稲 田 輝 宏

１７八局西土第２１０９号

平成１８年５月８日
西予市宇和町上松葉７４番１、７４番２及び７５番１

大阪府堺市鳳東町４丁４０１番地１
コーナン商事株式会社
代表取締役 疋 田 耕 造

愛 媛 県 報平成１８年５月１９日 第１７６１号
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� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入

札書に、この公告に示した物品を納入できることを証明

する書類を添付して、入札書の受領期限までに提出しな

ければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められ

た場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入

札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した

入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づ

いて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary
� Nature and quantity of the product to be leased：
LAN system for the prefectural office，１ set

� Time limit of tender：１０：００ a．m．，３０ June２００６
� For further information，please contact：Administration
Computerization Section，Information Policy Division，
Administrative Subdepartment，Planning and Information
Department，Ehime Prefectural Government，４―４―２
Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan
Tel０８９―９１２―２２８７
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年５月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

ＡＰＲ形携帯用無線機の購入

� 購入物品名及び数量

ＡＰＲ形携帯用無線機（ＡＰＲ－ＷＴ１） １４１式

� 購入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 納入期限

平成１９年１月３１日

� 納入場所

愛媛県警察本部

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので

、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金

額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「機械器具類」について平

成１８年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資

格を有すると認められた業者で、次の事項に該当するもの

。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 納入期限までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にな

い者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわ

たり円滑に実施できる者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の

交付場所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第二係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０ 内線 ２２３２

� 入札書の受領期限

平成１８年６月２８日（水）午後１時３０分

� 入札説明書の交付方法

ア 交付時期

公告の日から平成１８年６月２７日までの執務時間中

イ 交付場所

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１８年６月２８日（水）午後１時３０分

愛媛県警察本部 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５

条から第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入

札書に、この公告に示した物品を納入できることを証明

する書類を添付して、入札書の受領期限までに提出しな

ければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められ

た場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入

札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した
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公安委員会規則

入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づ

いて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary
� Nature and quantity of the product to be purchased：
Portable APR radio１４１ Units

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，２８ June，２００６
� For further information，please contact： Supplies
Procurement Section，Finance Division，Administration
Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，
２―２Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３
Japan
TEL０８９―９３４―０１１０ Ext２２３２

�愛媛県公安委員会規則第８号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１８年５月１９日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２

号）の一部を次のように改正する。

第１条第２項第４号中「第７５条の２第２項」を「第７５条の

２第３項」に改める。

第２条第１項第３号中「駐車禁止の」を「駐車禁止及び時

間制限駐車区間の」に改め、同号セ中「アからス」を「アか

らセ」に改め、同号中セをソとし、スの次に次のように加え

る。

セ 法第５１条の４第１項に規定する放置車両の確認及び

標章の取付けのため使用中の車両で、駐車禁止除外標

章を掲出しているもの

第１３条第１項中「第７４条の２第５項」を「第７４条の３第５

項」に改める。

第１４条第２項中「第７４条の２」を「第７４条の３」に改める

。

第１６条中「第７４条の２第６項」を「第７４条の３第６項」に

改める。

第１７条の２中「、第５１条の４（法第７５条の８第３項におい

て準用する場合を含む。）」を削る。

第１７条の３中「第７５条の２第２項」を「第７５条の２第３項

」に、「自動車の使用者」を「車両の使用者」に、「自動車

の使用制限書」を「車両の使用制限書」に改める。

第１９条に次のただし書を加える。

ただし、公職選挙法に基づく選挙運動又は選挙における

政治活動として行われるものを除く。

別記様式第１６号中「第７４条の２」を「第７４条の３」に改め

る。

別記様式第１７号中「第７４条の２」を「第７４条の３」に改め

る。

別記様式第１９号中「第７４条の２第６項」を「第７４条の３第

６項」に改める。

別記様式第２０号の２（その２）を削る。

別記様式第２０号の２（その３）中「（その３）」を「（そ

の２）」に改め、同様式を別記様式第２０号の２（その２）と

する。

別記様式第２０号の２（その４）中「（その４）」を「（そ

の３）」に改め、同様式を別記様式第２０号の２（その３）と

する。

別記様式第２０号の２（その５）中「（その５）」を「（そ

の４）」に改め、同様式を別記様式第２０号の２（その４）と

する。

別記様式第２０号の２（その６）を削る。

別記様式第２０号の２（その７）中「（その７）」を「（そ

の５）」に改め、同様式を別記様式第２０号の２（その５）と

する。

別記様式第２０号の３を次のように改める。
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別記様式第２０号の３（第１７条の３関係）

交 付 年 月 日 ・ ・

交 付 番 号

車 両 の 使 用 制 限 書

愛媛県公安委員会 �

命 令 の 年 月 日 年 月 日

使用者の氏名（法人にあ

っては、その名称及び代

表者の氏名）及び住所

使 用 の 本 拠 の 位 置

車 両 の 番 号 標 の 番 号

運 転 禁 止 の 期 間

年 月 日から

日間

年 月 日まで

運 転 禁 止 の 理 由

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
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公安委員会訓令

附 則

この規則は、平成１８年６月１日から施行する。

�������
�愛媛県公安委員会規則第９号
愛媛県公安委員会公印規程の一部を改正する規則を次のよ

うに定める。

平成１８年５月１９日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

愛媛県公安委員会公印規程の一部を改正する規則

愛媛県公安委員会公印規程（昭和３６年愛媛県公安委員会規

則第１号）の一部を次のように改正する。

別表の１の表２の項管理責任者の欄中「交通指導課長」を

「交通指導課長
に改め、同項用途の欄中第５号を第７号と

交通規制課長」

し、第４号を第６号とし、第３号を第４号とし、第２号の次

に次の１号を加える。

３ 放置違反金の納付命令、督促、滞納処分等に関する事

務用

別表の１の表２の項用途の欄第４号の次に次の１号を加え

る。

５ 通行禁止除外標章及び駐車禁止除外標章の作成用

別表の１の表５の項管理責任者の欄中「交通指導課長」を

削り、同項用途の欄中第１号を削り、第２号を第１号とし、

同表６の項管理責任者の欄中「生活安全企画課長」を
「生活

交通

安全企画課長
に改め、同項用途の欄に次の２号を加える。

指導課長 」

６ 駐車監視員資格者証の作成用

７ 徴収職員証の作成用

附 則

この規則は、平成１８年６月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会訓令第４号
愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次

のように定める。

平成１８年５月１９日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

愛媛県公安委員会事務専決規程（昭和３７年愛媛県公安委員

会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

別表１道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）の項専決事項

の欄中第５号及び第６号を削り、第７号を第５号とし、同項

同欄第８号中「第７４条の２第６項」を「第７４条の３第６項」

に改め、同号を同項同欄第６号とし、同項同欄第９号中「及

び」を「並びに」に改め、「第７５条の２第１項」の下に「及

び第２項」を加え、「同条第２項」を「同条第３項」に、「

１月」を「３月」に、「自動車」を「車両」に改め、同号を

同項同欄第７号とし、同項同欄第１０号中「第７５条の２第２項

」を「第７５条の２第３項」に改め、同号を同項同欄第８号と

し、同項同欄第１１号中「第７５条の２第２項」を「第７５条の２

第３項」に、「自動車」を「車両」に改め、同号を同項同欄

第９号とし、同項同欄中第１２号を第１０号とし、第１３号から第

３０号までを２号ずつ繰り上げ、同表自動車運転代行業の業務

の適正化に関する法律（平成１３年法律第５７号）の項同欄第４

号中「第７４条の２第６項」を「第７４条の３第６項」に改め、

同項同欄第５号中「１月」を「６月」に改め、同項同欄第６

号中「自動車」を「車両」に改め、同項同欄第７号中「１月

」を「３月」に改め、同項同欄に次の１号を加える。

８ 第１９条第１項の規定により読み替えて適用する道路交

通法第７５条の２第２項の規定による３月を超えない車両

の使用制限の処分

別表１確認事務の委託の手続等に関する規則（平成１６年国

家公安委員会規則第２３号）の項を削る。

別表２の１の�の表道路交通法の項専決事項の欄中第１１号
を第１３号とし、第５号から第１０号までを２号ずつ繰り下げ、

第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。

４ 第５１条の１３第１項の規定による駐車監視員資格者証の

交付

別表２の１の�の表道路交通法の項専決事項の欄第５号の
次に次の１号を加える。

６ 第５１条の１３第１項第１号ロの規定による駐車監視員資

格者の認定

別表２の１の�の表確認事務の委託の手続等に関する規則
の項法令の欄中「確認事務の委託の手続等に関する規則」の

下に「（平成１６年国家公安委員会規則第２３号）」を加え、同

項専決事項の欄中第６号を第８号とし、第５号を第６号とし

、同号の次に次の１号を加える。

７ 第１０条第４項の規定による認定書の交付

別表２の１の�の表確認事務の委託の手続等に関する規則
（平成１６年国家公安委員会規則第２３号）の項専決事項の欄中

第４号を第５号とし、第１号から第３号までを１号ずつ繰り

下げ、同項同欄に第１号として次のように加える。

１ 第２条第１項の規定による登録申請書の受理

別表２の２の�の表に次のように加える。

愛媛県情報公
開条例

１ 第６条第１項の規定による公開請
求書の受理

２ 第６条第２項前段の規定による公
開請求書の補正の要求

３ 第６条第２項後段の規定による公
開請求書の補正の参考となる情報の
提供

４ 第１１条第１項の規定による公文書
の全部又は一部の公開の決定（過去
の公開請求に係る公文書について、
従前と同様の決定を行う場合に限る
。）

５ 第１１条第１項の規定による公文書
の公開の決定の通知

６ 第１１条第２項の規定による公文書
の非公開（第１０条の規定により公開
請求を拒否する場合及び公開請求に
係る公文書を保有していない場合を
含む。）の決定（過去の公開請求に
係る公文書について、従前と同様の
決定を行う場合に限る。）

７ 第１１条第２項の規定による公文書
の非公開の決定の通知

８ 第１２条第２項前段の規定による公
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開決定等の期間の延長
９ 第１２条第２項後段の規定による公
開決定等の期間の延長の通知

１０ 第１３条後段の規定による公開請求
者に対する期限の特例の適用の通知

１１ 第１４条第１項前段の規定による他
の実施機関との事案移送の協議

１２ 第１４条第１項前段の規定による他
の実施機関（警察本部長に限る。）
への事案の移送

１３ 第１４条第１項後段の規定による公
開請求者に対する事案移送の通知

１４ 第１４条第３項後段の規定による移
送を受けた実施機関に対する協力

１５ 第１５条第１項の規定による第三者
に対する意見聴取の通知及び第三者
からの意見聴取

１６ 第１５条第２項本文の規定による第
三者に関する情報が記録されている
公文書の当該第三者に対する公開の
通知及び当該第三者の意見聴取

１７ 第１５条第３項後段の規定による第
三者に対する公開の決定の通知

１８ 第１６条第３項の規定による公文書
を複写した物により行う公文書の公
開

１９ 第１９条の規定による不服申立人及
び参加人に対する諮問をした旨の通
知

２０ 第３２条第２項の規定による公文書
の検索資料の作成

別表２の２の�の表愛媛県情報公開条例の項専決事項の欄
を次のように改める。

１ 第３２条第２項の規定による公文書の検索資料の提
供

別表２の２の�の表道路交通法の項専決事項の欄第１号中
「第７４条の２第５項」を「第７４条の３第５項」に改め、同項

同欄第２号中「第７４条の２第８項」を「第７４条の３第８項」

に改め、同表自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律

の項同欄第８号中「第７４条の２第８項」を「第７４条の３第８

項」に改める。

別表２の２の�の表道路交通法の項専決事項の欄第３号中
「第５１条の４」を「第５１条の４第３項」に、「準用」を「適

用」に、「放置車両に係る指示」を「車両の駐車に関する状

況の報告の受理」に改め、同項同欄中第９号を第２０号とし、

第８号を第１９号とし、同項同欄第７号中「第７５条の２第２項

」を「第７５条の２第３項」に改め、同号を同項同欄第１８号と

し、同項同欄中第６号を第１７号とし、第５号を第１６号とし、

第４号を第１５号とし、第３号の次に次の１１号を加える。

４ 第５１条の４第４項（第７５条の８第３項において適用す

る場合を含む。）の規定による放置違反金の納付命令

５ 第５１条の４第６項（第７５条の８第３項において適用す

る場合を含む。）の規定による弁明通知

６ 第５１条の４第７項（第７５条の８第３項において適用す

る場合を含む。）の規定による弁明通知公示送達

７ 第５１条の４第１２項（第７５条の８第３項において適用す

る場合を含む。）の規定による仮納付金返還通知及び金

額の返還

８ 第５１条の４第１３項（第７５条の８第３項において適用す

る場合を含む。）の規定による放置違反金の納付の督促

及び延滞金の徴収

９ 第５１条の４第１４項（第７５条の８第３項において適用す

る場合を含む。）の規定による放置違反金等の滞納処分

１０ 第５１条の４第１６項（第７５条の８第３項において適用す

る場合を含む。）の規定による納付命令の取消し

１１ 第５１条の４第１７項（第７５条の８第３項において適用す

る場合を含む。）の規定による納付命令を取り消した旨

の通知及び金額の還付

１２ 第５１条の５第１項の規定による必要な報告又は資料の

提出の要求

１３ 第５１条の５第２項の規定による官庁等への照会又は協

力の要請

１４ 第５１条の６第１項の規定による国家公安委員会への報

告及び国家公安委員会からの通報の受理

別表２の２の�の表自動車運転代行業の業務の適正化に関
する法律の項専決事項の欄中第２号を削り、第３号を第２号

とし、第４号を第３号とする。

別表２の２の�の表愛媛県道路交通規則の項専決事項の欄
中第１０号を第１１号とし、第１号から第９号までを１号ずつ繰

り下げ、同項同欄に第１号として次のように加える。

１ 第２条第２項の規定による通行禁止除外標章及び駐車

禁止除外標章の交付

別表２の２の�の表道路法（昭和２７年法律第１８０号）の項
の次に次のように加える。

道路法施行令

（昭和２７年政

令第４７９号）

１ 第３８条の２第２項の規定による道

路上への自転車駐車場の設置に係る

道路管理者からの意見聴取に対する

回答

別表３道路交通法の項専決事項の欄第２号中「第７５条の２

第２項」を「第７５条の２第３項」に改め、同表道路法（昭和

２７年法律第１８０号）の項法令の欄中「（昭和２７年法律第１８０

号）」を削る。

附 則

この訓令は、平成１８年６月１日から施行する。

愛 媛 県 報平成１８年５月１９日 第１７６１号

４３５
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平成１８年５月１９日 発行
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愛 媛 県 報平成１８年５月１９日 第１７６１号


